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1. 事業の概要 

1.1 事業の背景と目的 

経済のグローバル化や少子高齢化が進む中で、わが国の企業競争力を強化していくためには人材一人ひとりが多様な能力

を最大限発揮し、価値創造に参画していく「ダイバーシティ経営」の推進が必要である。そして、昨今のコロナ禍をはじめとした企

業の経営環境の急激な変化は、その重要性を一層高めている。 

経営課題を企業規模別に分析した調査(『日本企業の経営課題 2019』、日本能率協会(2019 年)、図表 1-1)による

と、企業規模が小さくなるほど、向こう 3 年間の経営課題として「人材の強化(採用・育成・多様化への対応)」をあげる傾向に

ある。このことから中堅・中小企業ほど多様な人材の確保・育成などの対応は重要な経営課題になっていると考えられる。 

そのような背景のもと、貴省を筆頭とした政府の取組によりダイバーシティ経営の必要性が広く認知されてきたが、ダイバーシテ

ィ経営企業 100 選受賞企業等の先進的な企業においても、取組が必ずしも成果へ結実していない等の課題が明らかになっ

てきている。人材強化とその確保が経営課題として重要視される中堅・中小企業に焦点を当て、「ダイバーシティ経営」を企業

競争力強化のための経営・人材戦略改革の柱として普及・定着させていくことを目的に、本事業を実施することとなった。 

 

図表 1-1 「3年後」の経営課題の従業員規模別の比較 

 
出所:日本能率協会(2019)『日本企業の経営課題 2019』 
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図表 2-8 回答企業が受けた表彰・認定の種類（MA）（問 6）について(n=304) 

 
 

2.1.2.2 企業の経営方針 

前述の図表 2-1「先行研究結果を踏まえたダイバーシティ経営実現までの必要要因（仮説）」で示したとおり、 企業が成

果を出すまでには、その第一歩として企業としての考え方である「経営姿勢・経営理念」の明示と、それに基づく「経営戦略」が

重要である。本調査では、回答企業が従来の経営方針を踏襲した経営方針か、現下の社会経済状況を勘案し新たな市場

獲得に向けた経営方針のいずれかを把握すべく、①高付加価値製品・サービスによる競争力強化かコスト面の優位性重視

か、②新規事業の開拓か、既存の事業継続・強化か、③海外マーケットまたは国内マーケットのどちらを重視するか、④事業展

開に当たってスピード重視か否か、の 4 つについて、その傾向を探ることとした。 

その結果、①については、「高付加価値製品・サービスによる競争力強化」が 76.3%（「A に近い」、「どちらかといえば A に

近い」の合計、以下の数値は類似系回答の合計値）、②については 「既存の事業の継続・強化」が 65.8%と新規事業の

開拓より高い傾向であることが分かった。また、③の重視するマーケットについては「国内」が 85.6%と高く、④の事業展開のス

ピードについては 「スピード重視」が 47.3%、 「慎重」が 52.0%と同程度の結果であった。全体的な特徴としては、高付加価

値製品・サービスの提供を他社との競争優位の源泉としながらも、その製品やサービスは既存の事業を基盤とし、国内マーケッ

トを重視する傾向がうかがえる。また、事業展開のスピードについては、早くリードタイムをとろうとする企業と慎重に事業を進めよ

うとする企業に二極化しているといえる。 
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1.0%
61.5%

1 ダイバーシティ経営企業100選

2 新・ダイバーシティ経営企業100選

3 100選プライム

4 なでしこ銘柄

5 くるみん

6 プラチナくるみん

7 えるぼし(1段階)

8 えるぼし(2段階)

9 えるぼし(3段階)

10 均等・両立推進企業表彰

11 イクメン企業アワード

12 ユースエール認定

13 女性が輝く推進企業表彰

14 職業能力開発関係厚生労働省大臣表彰

15 キャリア支援企業表彰

16 障がい者雇用優良事業所等厚生労働省大臣表彰

17 高年齢者雇用開発コンテスト

18 なし
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図表 2-16 ダイバーシティ経営に関心がない理由（SA）（問 12-付問②-2）(n=54) 

 
 

一方、ダイバーシティ経営に「あまり関心はない」「全く関心がない」と答えた企業に対して理由を尋ねたところ、「1．経営上、

多様な人材を活かす必要が生じていないから」が 33.3%と最も多く、次いで「4．多様な人材を活かす経営より優先すべきも

のが多数あり、人員を割くことができないから」が 29.6%、「13．特に理由はない」が 25.9%となった（図表 2-16）。同設

問のサンプル数が少ないため、さらなる調査分析が必要であるが、そもそも中小企業では、経営方針やその戦略を立てること、

さらにはそれに必要な人材像を明らかにする術を知らないことが少なくない（中小企業庁による「人材確保対応ガイドライン」お

よび「中核人材確保支援能力向上事業」より）。同状況を踏まえると、同回答は組織の持続的発展に資する方策を知らな

いなかで回答している可能性が考えられ、その方策を提供することでダイバーシティ経営の必要性を認識すると考えられる。ま

た、割合は高くないが、多様な人材を育成・活躍支援を可能とする体制や人材の不足や取り組む負荷を忌避する回答も一

定数あることが分かる。これらの課題を支援することで、人材多様性への対応に取り組む企業が増える可能性がある。 

 

2.1.2.6 経営者による取組 

主に経営者による人材多様化への取組をたずねたのが本設問である。 

全体的に「積極的に行っている」「やや積極的に行っている」といった肯定的回答が多数を占める傾向が見られる。具体的に

は、「2．経営者（経営幹部）と社員が信頼関係を構築できるよう、経営者が社員に向き合うこと」の肯定的回答（「積極

的に行っている」と「やや積極的に行っている」の合計）が 76.7％で最も多く、次いで「3．今後のビジネス展開を明確にするこ

と」（71.4％）、「1．自社の経営理念やビジョンを属性や働き方に関わらず、すべての社員に浸透させること」（68.5％）と

続く。一方で、「4.今後のビジネス展開について、属性や働き方にかかわらず、すべての社員に説明し理解を得ること」

（57.9％）、 「5．自社のビジネスにおいて、必要な人材の育成や管理にかかる支援（研修、情報提供等）を管理職に提

33.3%

7.4%

13.0%

29.6%

3.7%

11.1%

14.8%

3.7%

11.1%

5.6%

3.7%

5.6%

25.9%

1 経営上、多様な人材を活かす必要が

生じていないから

2 同業他社や周辺の企業が取り組んでいないから

3 多様な人材を活かす経営とは何かが

わからないから

4 多様な人材を活かす経営より優先すべきものが

多数あり、人員を割くことができないから

5 多様な人材を活かすべく支援・伴走

してくれる人が周囲にいないから

6 多様な人材を活かすことができる管理職

がいないから

7 管理職のマネジメントの負担が大きくなるから

8 取り組み始めてから成果が出るまでに

時間がかかるから

9 制度の導入をはじめ、規定を作成するのが

大変だから

10 評価や賃金制度などの人事処遇制度の

見直しが大変だから

11 社員のキャリア管理が煩雑になるから

12 多様な人材を活かすことに取り組んでいる企業の

成果が上がっているように見えないから

13 特になし
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2.1.3 ダイバーシティ経営推進企業の特徴 

以上の結果を踏まえ、さらにダイバーシティ経営推進企業の特徴を導出すべく分析を進める。本調査は、後述の「2.2 ダイバ

ーシティ経営の普及啓発のための方針及び手法等の開発」に有益な要因を導出することを目的に実施していることから、本節

では中堅・中小企業にダイバーシティ経営の重要性・有効性を訴求する要因」および「ダイバーシティ経営と成果」との関係性を

明らかにすることとした。 

分析に際しては、ダイバーシティ経営に積極的に取り組む企業を「ダイバーシティ経営企業 100 選」、「新・ダイバーシティ経

営企業 100 選」および「100 選プライム」の受賞企業として定義し、非受賞企業との差異を考察することで要因を抽出するこ

ととした。また、本事業で開発するツール（ダイバーシティ経営の普及啓発のための方針及び手法等の開発）は、対象が中

堅・中小企業であることから、分析のサンプルを正社員 1000 人未満の企業に限定した。 

なお、分析対象サンプルの受賞有無別企業規模（正社員数）の分布は図表 2-23 のとおりである。受賞企業について

は、必ずしも規模が大きい企業に偏っているわけではないことが分かる。また、非受賞企業については、正社員規模が 30 人未

満の企業が 55.0%を占め、正社員数の少ない企業で人材多様性の意識や取組が消極的であることがうかがえる。 

 

図表 2-23   ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 正社員規模の違い 

 

 
 

2.1.3.1 ダイバーシティ経営推進企業の企業方針 

「ダイバーシティ経営」を訴求する理由の１つとして事業環境の変化への対応の必要性があげられてきた。では、ダイバーシテ

ィ経営推進企業は、どのような事業方針を有しているのだろうか。まずは４つの主な事業方針について、ダイバーシティ推進企業

とそれ以外で比較してみたい。 

本調査では、（１）他社との競争方法として高付加価値製品・サービスを提供することを重視するのか、またはコスト面で

優位に立つことを重視するのか、（２）事業方針として新規事業の開拓を重視するのか、既存の事業の継続を重視するの

か、（３）競争市場として海外マーケットと国内企業のどちらを重視するのか、（４）事業展開のスピードとして、スピード重視

または慎重な運営のいずれを重視するか、の４つについてたずねた。 

その結果、（１）については、受賞企業（ダイバーシティ経営推進企業）では「A に近い」が 55.0%におよび、非受賞企

業の 29.2%と 25.8%ポイントの違いがある。また、（４）の事業展開のスピードに関する設問についても、受賞企業は「A に

近い」が 28.3%であるのに対し、非受賞企業は 12.0%であった。 

（２）の新規事業の開拓を重視する傾向については、受賞企業の「A に近い」が 13.0％と、高い割合とは言いきれない

が、これに「どちらかといえば A に近い」を加えた「A に近い計」（「A に近い」と「どちらかといえば A に近い」の合計）は 48.3%と

なり、非受賞企業の「A に近い計」の 24.4%に比べると 23.9%ポイント高い。本調査から経営方針とダイバーシティ経営の因

果関係までは明らかにすることはできなかったが、ダイバーシティ経営を推進する企業では事業環境の変化に対応し、組織の持

続的発展を図る 1 つの方法としてダイバーシティ経営を選択してきた可能性を指摘できる。なお、（３）の競争市場について

は、受賞企業、非受賞企業ともに国内マーケットを重視する傾向が強くみられるが、受賞企業が若干海外マーケットを重視す

る割合が高い。ただし、同結果についての統計的有意性は見られないことから、わが国の中堅・中小企業においては、海外マー

ケットへの進出については消極的だといえよう。 

 

n
10人未満 10～30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100～300人未満 300～

1000人未満

全体 269 13.0% 37.2% 16.0% 15.6% 10.0% 8.2%

受賞企業 60 10.0% 23.3% 11.7% 25.0% 13.3% 16.7%

非受賞企業 209 13.9% 41.1% 17.2% 12.9% 9.1% 5.7%
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図表 2-24   ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 経営方針の違い 

 

 
 

2.1.3.2  ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（１）：経営者としての取組について 

「ダイバーシティ経営 100 選」、「新・ダイバーシティ経営 100 選」および「100 選プライム」では、ダイバーシティ経営を成果に

つなげるためには、図表 2-25 にある（１）～（３）にある項目に取り組んでいく必要があるとしてきた。これらの項目につい

て、ダイバーシティ経営を推進する企業（受賞企業）とそうでない企業で取組状況がどの程度異なるかを以下で考察していこ

う。 

  

Aに近い

どちらかといえばAに

近い

どちらかといえばBに

近い Bに近い 無回答

全体 269 34.9% 39.0% 21.6% 4.1% 0.4%

受賞企業 60 55.0% 23.3% 20.0% 1.7% 0.0%

非受賞企業 209 29.2% 43.5% 22.0% 4.8% 0.5%

Aに近い

どちらかといえばAに

近い

どちらかといえばBに

近い Bに近い 無回答

全体 269 7.1% 22.7% 40.5% 29.0% 0.7%

受賞企業 60 13.3% 35.0% 38.3% 13.3% 0.0%

非受賞企業 209 5.3% 19.1% 41.1% 33.5% 1.0%

Aに近い

どちらかといえばAに

近い

どちらかといえばBに

近い Bに近い 無回答

全体 269 5.6% 5.9% 21.9% 65.8% 0.7%

受賞企業 60 3.3% 11.7% 26.7% 58.3% 0.0%

非受賞企業 209 6.2% 4.3% 20.6% 67.9% 1.0%

Aに近い

どちらかといえばAに

近い

どちらかといえばBに

近い Bに近い 無回答

全体 269 15.6% 28.3% 35.7% 19.7% 0.7%

受賞企業 60 28.3% 31.7% 31.7% 8.3% 0.0%

非受賞企業 209 12.0% 27.3% 36.8% 23.0% 1.0%

A.高付加価値製品・サービスによる競争力強化 B.コスト面で優位に立つ

A.新規事業の開拓を重視 B.既存の事業の継続・強化を重視

A.海外マーケットを重視 B.国内マーケットを重視

A.事業展開にあたってスピードを重視 B.事業展開は慎重に行う
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図表 2-25   ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（全体像） 

 
まず、図表 2-25 にある（１）の「ダイバーシティ経営を戦略として進めるために」にある項目は、いわゆる経営者が関わる内

容である。本調査では、これまでのダイバーシティ経営事業において重視されてきた経営者としての関わりや多くの先行研究で取

り上げられてきた設問から厳選し、図表 2-26 にある 1～6 の設問についてたずねた。 

その結果、すべての設問において、受賞企業で経営者が経営方針や事業内容、求められる人材像などを社員に浸透させる

べく積極的に取り組んでいることが明らかになった。なかでも、「1 自社の経営理念やビジョンを、属性や働き方にかかわらず、す

べての社員に浸透させること」は、受賞企業と非受賞企業の「積極的に行っている計」（「積極的に行っている」と「やや積極的

に行っている」の合計）の差異が 35.4%ポイントと大きいことから、同取組が人材多様化の進む組織において重要であることが

指摘できる。 

図表 2-26   ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 経営者の取組の違い 

 

 
 

 

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 30.1% 35.7% 17.8% 14.1% 2.2% 65.8%

受賞企業 60 51.7% 41.7% 5.0% 1.7% 0.0% 93.3%

非受賞企業 209 23.9% 34.0% 21.5% 17.7% 2.9% 57.9%

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 29.4% 45.0% 20.4% 3.7% 1.5% 74.3%

受賞企業 60 56.7% 38.3% 5.0% 0.0% 0.0% 95.0%

非受賞企業 209 21.5% 46.9% 24.9% 4.8% 1.9% 68.4%

1 自社の経営理念やビジョンを、属性や働き方にかかわらず、全ての社員に浸透させること

2 経営者（経営幹部）と社員が信頼関係を構築できるよう、経営者が社員と向き合うこと
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（図表 2-26 のつづき） 

 
 

2.1.3.3  ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（２）：人事管理制度の整備について 

前述の図表 2-25 の（２）には、（Ａ）人事制度・人材登用、（Ｂ）勤務環境・体制整備、（Ｃ）社員の意識改

革・能力開発が含まれるが、「（Ｃ）－②マネジメント層の意識改革・スキル開発」を除き人事管理制度に関する項目であ

る。したがって、本節では、人事管理制度の取組状況について受賞企業と非受賞企業を比較してみる。 

人事管理制度にかかる取組においても、すべての設問において受賞企業において「取り組んでおり、効果が出ている」の割合

が高い。特に、「５ 多様な人材の採用」、「６ 女性の活躍の場や能力開発機会の拡大」、「13 社員の働き方の柔軟性・多

様性を高めるための制度」、「15 多様性を高めるための人事制度（評価、昇進など）の構築」は受賞企業と非受賞企業の

差異が大きいことが指摘できる。なかでも「６ 女性の活躍の場や能力開発機会の拡大」は、ダイバーシティ経営企業 100 選

等の受賞企業において多く取り組まれてきたことが一因にあると考えられるが、採用、働き方の柔軟性と評価・登用の公正・公

平性に資する制度整備は、人材の多様化に取り組むうえで最も重要な項目であり、まず取り組むべき人事管理制度であると

いえる。 

 

  

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 27.1% 42.0% 24.5% 4.5% 1.9% 69.1%

受賞企業 60 55.0% 31.7% 10.0% 3.3% 0.0% 86.7%

非受賞企業 209 19.1% 45.0% 28.7% 4.8% 2.4% 64.1%

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 19.0% 35.7% 34.9% 8.2% 2.2% 54.6%

受賞企業 60 45.0% 31.7% 20.0% 3.3% 0.0% 76.7%

非受賞企業 209 11.5% 36.8% 39.2% 9.6% 2.9% 48.3%

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 16.4% 39.0% 33.8% 8.2% 2.6% 55.4%

受賞企業 60 35.0% 38.3% 23.3% 3.3% 0.0% 73.3%

非受賞企業 209 11.0% 39.2% 36.8% 9.6% 3.3% 50.2%

積極的に行って

いる

やや積極的に

行っている

どちらともいえな

い

それほど積極的

ではない

全く積極的では

ない

積極的に行って

いる計

全体 269 17.8% 34.9% 34.6% 8.9% 3.7% 52.8%

受賞企業 60 33.3% 36.7% 30.0% 0.0% 0.0% 70.0%

非受賞企業 209 13.4% 34.4% 35.9% 11.5% 4.8% 47.8%

6 自社のビジネスにおいて、必要な人材の育成や管理に係る支援（研修、情報提供等）を管理職へ

提供すること

3 今後のビジネス展開を明確にすること

4 今後のビジネスの展開について、属性や働き方にかかわらず、全ての社員に説明し理解を得ること

5 現在や今後のビジネス展開において、必要な人材のイメージを明確にすること
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図表 2-27  ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 各人事施策の取組とその効果 

 

 
 

2.1.3.4  ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（２）：人材多様性に対応した職場マネジメントについて 

前述の図表 2-25 の（２）で「（Ｃ）－②マネジメント層の意識改革・スキル開発」は、唯一、人材の多様化に対応すべ

き管理職の職場マネジメントの姿勢にかかる項目である。「100 選プライム」の評価基準には管理職の職場マネジメントも含ま

れているが、「ダイバーシティ経営 100 選」および「新・ダイバーシティ経営 100 選」では、現場が多岐にわたる管理職の職場マ

ネジメントを包括的に評価することが難しいことから、ダイバーシティ経営にかかる意識づけや研修の実施に焦点が当てられてきた

と考えられる。しかし、中小企業などは、人事管理制度が整備されていなくても、現場の管理職が人材の多様性に応じた対応

を施すことにより、職場メンバーの能力が大いに発揮されることは少なくない。すなわち、現場の管理職が人事管理制度の代わ

りとなっているといえる。そのような実態を踏まえれば、現場の管理職がどのような行動をとっているかが、中堅・中小企業において

は重要である。したがって、本調査では、現場の管理職の職場マネジメントにかかる行動について、下図表 2-28 にある 10 設

問をもってたずねてみた。 

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

全体 269 65.8% 21.2% 13.0% 78.1% 14.9% 7.1% 53.2% 39.0% 7.8%

受賞企業 60 86.7% 8.3% 5.0% 83.3% 8.3% 8.3% 75.0% 21.7% 3.3%

非受賞企業 209 59.8% 24.9% 15.3% 76.6% 16.7% 6.7% 46.9% 44.0% 9.1%

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

全体 269 50.9% 36.8% 12.3% 39.0% 34.6% 26.4% 40.5% 34.6% 24.9%

受賞企業 60 75.0% 20.0% 5.0% 88.3% 6.7% 5.0% 78.3% 16.7% 5.0%

非受賞企業 209 44.0% 41.6% 14.4% 24.9% 42.6% 32.5% 29.7% 39.7% 30.6%

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

全体 269 53.9% 21.9% 24.2% 22.3% 10.0% 67.7% 19.7% 22.3% 58.0%

受賞企業 60 61.7% 13.3% 25.0% 46.7% 10.0% 43.3% 43.3% 20.0% 36.7%

非受賞企業 209 51.7% 24.4% 23.9% 15.3% 10.0% 74.6% 12.9% 23.0% 64.1%

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

全体 269 35.3% 23.0% 41.6% 42.8% 44.2% 13.0% 59.1% 30.5% 10.4%

受賞企業 60 60.0% 13.3% 26.7% 63.3% 33.3% 3.3% 80.0% 15.0% 5.0%

非受賞企業 209 28.2% 25.8% 45.9% 36.8% 47.4% 15.8% 53.1% 34.9% 12.0%

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

取り組んでおり、

効果が出ている

取り組んでいるが

効果が出ていな

い

取り組む必要が

ない（該当するも

のがない）

全体 269 45.4% 33.5% 21.2% 43.5% 25.3% 31.2% 40.1% 36.8% 23.0%

受賞企業 60 83.3% 15.0% 1.7% 66.7% 11.7% 21.7% 70.0% 20.0% 10.0%

非受賞企業 209 34.4% 38.8% 26.8% 36.8% 29.2% 34.0% 31.6% 41.6% 26.8%

12 従業員同士のコミュニケーションの活性化

13 社員の働き方の柔軟性・多様性を高めるための制

度の構築

14 本人の希望や事情を優先した職場への

配置や異動

15 多様性を高めるための人事制度

（評価、昇進など）の構築

4 社内の仕事のマニュアル化など業務情報の

共有化

5 多様な人材の採用

11 管理職による部下育成の奨励・推進

1 恒常的な長時間残業の削減 2 有給休暇の取得促進（※） 3 業務簡素化など業務処理体制の改善

6 女性の活躍の場や能力開発機会の拡大

7 55歳以上の社員の活躍の場や能力開発機会の拡

大（※）

8 外国籍社員の活躍の場や能力開発機会の拡大 9 障がいのある社員の活躍の場や能力開発機会の拡

大

10 正社員以外の社員の活躍の場や能力開発機会の

拡大
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図表 2-28   ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 人材多様性に応じたマネジメントができる管理職について 

 

 
 

 

 

 

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 12.6% 50.6% 32.0% 4.8% 63.2%

受賞企業 60 25.0% 53.3% 20.0% 1.7% 78.3%

非受賞企業 209 9.1% 49.8% 35.4% 5.7% 58.9%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 7.8% 47.2% 39.4% 5.6% 55.0%

受賞企業 60 20.0% 51.7% 25.0% 3.3% 71.7%

非受賞企業 209 4.3% 45.9% 43.5% 6.2% 50.2%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 9.3% 52.4% 32.0% 6.3% 61.7%

受賞企業 60 20.0% 56.7% 20.0% 3.3% 76.7%

非受賞企業 209 6.2% 51.2% 35.4% 7.2% 57.4%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 11.5% 52.8% 30.5% 5.2% 64.3%

受賞企業 60 21.7% 56.7% 20.0% 1.7% 78.3%

非受賞企業 209 8.6% 51.7% 33.5% 6.2% 60.3%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 17.8% 59.5% 19.0% 3.7% 77.3%

受賞企業 60 33.3% 60.0% 5.0% 1.7% 93.3%

非受賞企業 209 13.4% 59.3% 23.0% 4.3% 72.7%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 18.2% 60.6% 17.8% 3.3% 78.8%

受賞企業 60 38.3% 48.3% 11.7% 1.7% 86.7%

非受賞企業 209 12.4% 64.1% 19.6% 3.8% 76.6%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 15.2% 58.4% 22.3% 4.1% 73.6%

受賞企業 60 28.3% 53.3% 16.7% 1.7% 81.7%

非受賞企業 209 11.5% 59.8% 23.9% 4.8% 71.3%

7 部下間の意見の相違や対立を解消したり調整したりしている

1 部下に各自が担当する仕事の目標と位置づけを組織目標と紐づけ、わかりやすく説

明している

2 部下のキャリアビジョンを個々に理解し、挑戦しがいのある仕事を提供している

3 部下の個々のタイプに合わせて育成を行っている

4 業務が特定の職場メンバーに偏らないよう業務を再配分するようにしている

5 部下と業務の進捗状況について個別に情報交換している

6 職場メンバー間のコミュニケーションが円滑になるよう配慮している
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（図表 2-28 のつづき） 

 
 

現場の管理職にかかる設問についても、すべての設問において、受賞企業で適正な職場管理に取り組む現場管理職が「多

い」と回答する割合が高くなった。なかでも「2 部下のキャリアビジョンを個々に理解し、挑戦しがいのある仕事を提供している」、

「5 部下と業務の進捗状況について個別に情報交換している」、「1 部下に各自が担当する仕事の目標と位置づけを組織目

標と紐づけ、わかりやすく説明している」、「3 部下の個々のタイプに合わせて育成している」は、受賞企業と非受賞企業とで

は、当該職場マネジメントを行う管理職の多寡に差があるといえる。つまり、これらの職場マネジメントは、職場の人材が多様化

していくうえで意識して取り組んでいく必要がある。 

人材が多様化するなかで、従来型の画一的なマネジメントを行えば、そのマネジメント方法で対処できない部下は、組織の

中で疎外感を感じてしまう可能性がある。また、従来型の方法で仕事を付与することは、当該方法に応じることができない人材

以外は能力開発の対象から除外されることになる。そうであれば個々の人材が能力を発揮する機会を喪失することになるため、

本調査で明らかになった項目は、人材多様化時代の職場マネジメントにおいては重要なものだと指摘できる。 

 

2.1.3.5  ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（３）：多様な人材の活躍を価値創造につなげるために 

 本項目は個々の社員の活躍をイノベーション創出につなげるために必要な「適材適所」やコミュニケーション活性化、職場風土

の醸成に関する取組の必要性が指摘されている。前述の（１）の経営層の取組、（２）の人事管理制度の整備や管理職

の行動を取り組んできた末に社員が互いの意見を尊重しあい、活発なコミュニケーションが行われ、価値創造が可能な職場風

土が醸成されていると考えるのが妥当であろう。そうであれば、ダイバーシティ経営が進んでいる受賞企業の職場風土は、肯定

的回答が高いと考えられる。本調査では、それを確認すべく、図表 2-29 にある職場風土に関する 7 つの設問をたずねてみ

た。 

  

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 20.8% 62.1% 14.1% 3.0% 82.9%

受賞企業 60 45.0% 46.7% 6.7% 1.7% 91.7%

非受賞企業 209 13.9% 66.5% 16.3% 3.3% 80.4%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 22.7% 58.7% 15.2% 3.3% 81.4%

受賞企業 60 43.3% 43.3% 11.7% 1.7% 86.7%

非受賞企業 209 16.7% 63.2% 16.3% 3.8% 79.9%

多い やや多い 少ない 全くいない 多い計

全体 269 17.1% 56.1% 22.7% 4.1% 73.2%

受賞企業 60 25.0% 60.0% 13.3% 1.7% 85.0%

非受賞企業 209 14.8% 55.0% 25.4% 4.8% 69.9%

8 部下の個人的な事情に配慮している

9 働き方や属性によらず、部下を公平に評価している

10 管理職自身が、メリハリをつけた仕事の仕方をしている
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図表 2-29  ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 職場風土の状況について 

 

 

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 18.2% 55.4% 21.6% 4.5% 0.4% 73.6%

受賞企業 60 28.3% 55.0% 13.3% 3.3% 0.0% 83.3%

非受賞企業 209 15.3% 55.5% 23.9% 4.8% 0.5% 70.8%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 15.2% 49.4% 29.4% 4.8% 1.1% 64.7%

受賞企業 60 33.3% 51.7% 11.7% 3.3% 0.0% 85.0%

非受賞企業 209 10.0% 48.8% 34.4% 5.3% 1.4% 58.9%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 13.4% 32.7% 33.5% 14.5% 5.9% 46.1%

受賞企業 60 33.3% 35.0% 23.3% 8.3% 0.0% 68.3%

非受賞企業 209 7.7% 32.1% 36.4% 16.3% 7.7% 39.7%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 16.7% 42.0% 29.4% 9.3% 2.6% 58.7%

受賞企業 60 26.7% 46.7% 25.0% 1.7% 0.0% 73.3%

非受賞企業 209 13.9% 40.7% 30.6% 11.5% 3.3% 54.5%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 35.3% 49.4% 11.9% 3.3% 0.0% 84.8%

受賞企業 60 71.7% 26.7% 0.0% 1.7% 0.0% 98.3%

非受賞企業 209 24.9% 56.0% 15.3% 3.8% 0.0% 80.9%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 32.7% 42.0% 19.0% 5.6% 0.7% 74.7%

受賞企業 60 60.0% 31.7% 8.3% 0.0% 0.0% 91.7%

非受賞企業 209 24.9% 45.0% 22.0% 7.2% 1.0% 69.9%

当てはまる どちらかといえば

当てはまる

どちらともいえな

い

どちらかといえば

当てはまらない

当てはまらない 当てはまる計

269 21.9% 36.4% 29.4% 8.6% 3.7% 58.4%

受賞企業 60 56.7% 31.7% 10.0% 1.7% 0.0% 88.3%

非受賞企業 209 12.0% 37.8% 34.9% 10.5% 4.8% 49.8%

7 全体的に、多様な人材（属性、キャリア、経験、働き方）が活躍している

1 社員は自分の意見を気兼ねなく言える環境である

2 異なる意見や価値観・考え方を尊重し合える環境である

3 業務内外で多様な人材を交えた活発なコミュニケーションが行われている

4 管理職層と経営層が意思疎通を行い、多様な人材マネジメントを行っている

5 社員の個人的な事情（育児、介護、健康、学習など）を考慮して適切に柔軟な働き方ができる雰

囲気がある

6 社員の属性や役職、働き方等によらず、休みを取りやすい雰囲気がある
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その結果、受賞企業はすべての設問で非受賞企業より高い割合を示す結果となった。すなわち、受賞企業では、個々の社

員がイノベーションの創出につながる活動をする（または、活動が可能な）職場風土が醸成されているといえる。特に、「2 異

なる意見や価値観・考え方を尊重しあえる環境がある」、「3 業務内外で多様な人材を交えた活発なコミュニケーションが行わ

れている」、「7 全体的に、多様な人材（属性、キャリア、経験、働き方）が活躍している」にかかる受賞企業の割合は高く、非

受賞企業とのポイント差が大きいことから、人材が多様化するなかで同職場の雰囲気は価値創造に資する重要な要素であると

いえる。もちろん、職場風土の醸成と、前述した経営者、人事管理制度の整備、現場の管理職のマネジメントの因果関係は、

設問上の限界から本調査結果では明らかにすることはできない。しかし、経営者や人事管理制度、職場の管理職からの働きか

けがない中で職場風土が好意的であることは考えにくく、何等かの働きかけがあって醸成されると考えるのが一般的である。した

がって、職場風土の醸成は、1 つの成果指標だといえる。また、前述のとおり、中堅・中小企業では、コストの問題から、必ずし

も大企業のように人材多様性に応じた確固たる人事管理制度を整備することはできないだろう。しかしながら、人事管理制度

を代替するような職場マネジメントが行われれば、多様な価値観を受容する職場風土は醸成されるだろう。 

いずれにせよ、これまで考察してきた、経営者の取組、人事管理制度の整備、現場管理職が人材多様性に応じた職場マネ

ジメントを実施することのできる環境をそれぞれ可能な限り整備していくことで、多様な人材が能力を発揮する組織になっていくと

考えられる。 

 

2.1.3.6  ダイバーシティ経営と成果との関連性 

ダイバーシティ経営企業表彰等では、ダイバーシティの取組が成果につながっていることが表彰基準の 1 つとなっているが、ダイ

バーシティ経営にかかる取組が成果につながっていることを検証した調査は本調査が初めてである。 

図表 2-30 を見ると、受賞企業では、人材の採用（新卒、中途）、正社員の定着や育成・能力開発、仕事意欲、さらに

は客観的指標である売上高や営業利益においても良好であるとの回答が高いことがわかる。これまで考察してきた結果を踏ま

えれば、ダイバーシティ経営に取り組んでいる企業は、成果が出ているのでダイバーシティ経営に取り組めるのではなく、経営者に

かかる取組、人事管理制度の整備や現場管理職のマネジメントなどに取り組んできた結果、社員が自身の独自性を発揮でき

る職場環境が醸成され、成果につながってきている可能性が高いことが指摘できる。特に、「4 正社員全体の人材育成・能力

開発」と「5 正社員全体の仕事に対する意欲」は、非受賞企業の「良い/うまくいっている」の割合の差異が大きい点は特筆に

値する。成果は、労働者の労働意欲と能力に依る部分が多い。これらの 2 点において受賞企業の割合が高いことは、さらなる

これらの企業は持続的に組織が発展していく可能性が高いことを示している。本結果は、ダイバーシティ経営に未だ取り組んで

いない組織への大きな訴求ポイントになると考えるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 / 64 

図表 2-30  ダイバーシティ経営 100選などの受賞有無別 成果指標との関係について 

 

 
 

  

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 11.9% 17.1% 25.7% 10.8% 10.4% 23.8% 0.4%

受賞企業 60 26.7% 16.7% 16.7% 16.7% 5.0% 18.3% 0.0%

非受賞企業 209 7.7% 17.2% 28.2% 9.1% 12.0% 25.4% 0.5%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 9.7% 23.8% 32.7% 14.5% 9.3% 10.0% 0.0%

受賞企業 60 23.3% 25.0% 31.7% 11.7% 3.3% 5.0% 0.0%

非受賞企業 209 5.7% 23.4% 33.0% 15.3% 11.0% 11.5% 0.0%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 27.5% 23.4% 33.8% 10.8% 2.6% 1.9% 0.0%

受賞企業 60 35.0% 28.3% 25.0% 8.3% 3.3% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 25.4% 22.0% 36.4% 11.5% 2.4% 2.4% 0.0%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 8.9% 32.0% 42.8% 11.5% 2.6% 1.9% 0.4%

受賞企業 60 20.0% 36.7% 31.7% 10.0% 1.7% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 5.7% 30.6% 45.9% 12.0% 2.9% 2.4% 0.5%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 12.3% 35.3% 41.3% 7.4% 1.9% 1.9% 0.0%

受賞企業 60 25.0% 30.0% 40.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 8.6% 36.8% 41.6% 8.1% 2.4% 2.4% 0.0%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 8.6% 37.9% 38.7% 11.2% 1.5% 2.2% 0.0%

受賞企業 60 13.3% 40.0% 38.3% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 7.2% 37.3% 38.8% 12.0% 1.9% 2.9% 0.0%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 8.9% 24.9% 31.6% 20.4% 12.3% 1.9% 0.0%

受賞企業 60 16.7% 21.7% 23.3% 23.3% 15.0% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 6.7% 25.8% 34.0% 19.6% 11.5% 2.4% 0.0%

良い／うまくいって

いる

やや良い／まあま

あ、うまくいっている

ほぼ同じレベル／

変化ない

やや悪い／あまりう

まくいっていない

悪い／うまくいって

いない

該当するものがな

い

無回答

全体 269 9.3% 27.1% 29.4% 19.7% 12.6% 1.9% 0.0%

受賞企業 60 15.0% 20.0% 25.0% 28.3% 11.7% 0.0% 0.0%

非受賞企業 209 7.7% 29.2% 30.6% 17.2% 12.9% 2.4% 0.0%

7 売上高

8 営業利益

1 新入社員の採用

2 中途社員の採用

3 正社員全体の定着

4 正社員全体の人材育成・能力開発

5 正社員全体の仕事に対する意欲

6 正社員の会社や仕事に対する満足感
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さらに、この 8 パターン別に成果との関係性を見たものが図表 2-32 である。 

図表 2-32  8パターン別 成果指標の状況 

 

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 269 29.4% 42.8% 27.9% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 30 73.3% 23.3% 3.3% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 55.9% 42.6% 1.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 26.3% 52.6% 21.1% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 25.0% 63.9% 11.1% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 16.7% 66.7% 16.7% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 4.8% 81.0% 14.3% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 4.3% 39.1% 56.5% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 3.0% 24.2% 72.7% 0.0%

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 267 30.7% 27.7% 18.7% 22.8%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 58.6% 31.0% 6.9% 3.4%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 41.2% 33.8% 11.8% 13.2%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 26.3% 36.8% 26.3% 10.5%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 27.8% 25.0% 16.7% 30.6%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 33.3% 16.7% 16.7% 33.3%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 38.1% 19.0% 28.6% 14.3%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 22 9.1% 22.7% 18.2% 50.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 15.2% 24.2% 27.3% 33.3%

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 268 34.0% 35.1% 21.6% 9.3%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 51.7% 31.0% 13.8% 3.4%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 44.1% 41.2% 10.3% 4.4%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 21.1% 52.6% 15.8% 10.5%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 44.4% 27.8% 25.0% 2.8%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 16.7% 50.0% 16.7% 16.7%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 38.1% 38.1% 19.0% 4.8%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 26.1% 26.1% 17.4% 30.4%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 16.7% 30.3% 39.4% 13.6%

合計

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 268 51.9% 34.3% 11.9% 1.9%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 62.1% 34.5% 3.4% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 60.3% 33.8% 5.9% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 52.6% 36.8% 10.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 52.8% 41.7% 5.6% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 83.3% 16.7% 0.0% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 42.9% 42.9% 14.3% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 43.5% 26.1% 21.7% 8.7%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 40.9% 31.8% 22.7% 4.5%

1 新入社員の採用

2 中途社員の採用

3 正社員全体の定着

4 正社員全体の人材育成・能力開発
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（図表 2-32 のつづき） 

 
 

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 267 41.9% 43.1% 13.1% 1.9%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 69.0% 27.6% 3.4% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 58.8% 36.8% 4.4% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 26.3% 63.2% 10.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 41.7% 50.0% 8.3% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 66.7% 16.7% 16.7% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 23.8% 61.9% 14.3% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 22 31.8% 40.9% 18.2% 9.1%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 24.2% 43.9% 27.3% 4.5%

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 268 48.1% 41.0% 9.0% 1.9%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 72.4% 27.6% 0.0% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 60.3% 39.7% 0.0% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 47.4% 42.1% 10.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 52.8% 36.1% 11.1% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 42.9% 52.4% 4.8% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 39.1% 34.8% 17.4% 8.7%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 27.3% 48.5% 19.7% 4.5%

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 268 48.1% 38.1% 11.6% 2.2%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 65.5% 34.5% 0.0% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 63.2% 35.3% 1.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 52.6% 36.8% 10.5% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 52.8% 38.9% 8.3% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 42.9% 33.3% 23.8% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 39.1% 30.4% 21.7% 8.7%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 24.2% 47.0% 22.7% 6.1%

良い計（うまくいっ

ている＋まあまあう

まくいっている）

ほぼ同じレベル/変

化ない

悪い計（あまりうま

くいっていない＋う

まくいっていない）

該当するものがな

い

全体 268 34.0% 31.7% 32.1% 2.2%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(H） 29 44.8% 31.0% 24.1% 0.0%

経営者(H) -人事施策(H)-管理職(L) 68 42.6% 30.9% 23.5% 2.9%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(H) 19 36.8% 15.8% 47.4% 0.0%

経営者(H) -人事施策(L)-管理職(L) 36 38.9% 33.3% 27.8% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(H) 6 16.7% 33.3% 50.0% 0.0%

経営者(L) -人事施策(H)-管理職(L) 21 28.6% 33.3% 38.1% 0.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(H) 23 26.1% 21.7% 39.1% 13.0%

経営者(L) -人事施策(L)-管理職(L) 66 22.7% 39.4% 36.4% 1.5%

7 売上高

8 営業利益

5 正社員全体の仕事に対する意欲

6 正社員の会社や仕事に対する満足度
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図表 2-37 普及啓発ツール （左上：表紙、右上：見開き左頁、左下：見開き右頁、右下：裏表紙） 

 





40 / 64 

図表 2-40 シートを使っていない理由（問 13 付問②）（MA）(n=47) 

 
 

2.2.4.2 ダイバーシティ経営診断ツールの改訂内容について 

「ダイバーシティ経営診断ツール」（診断シートと手引きの両者を合わせた総称）の改訂においては、本事業で実施した実

態調査の結果を踏まえながらも、可能限り既存のツール内容を活かすこと、中堅・中小企業がダイバーシティ経営へ取組むハー

ドルを下げるべく、経営者協会の職員や商工会連合会の経営指導者、地域の金融機関、士業（主に中小企業診断士、社

会保険労務士、キャリアコンサルタント）、地域拠点人材など、外部からの支援者を中心に本取組を展開することを想定し見

直すこととした。また、ダイバーシティ経営に対し取組意欲の高い中堅・中小企業では、経営者や担当者が自律的に取り組むこ

ともできるよう、「ダイバーシティ経営診断シート」（以下、「診断シート」と記す）の設問量は 2019 年度版の設問量と同程度

とすることとした。今回のダイバーシティ経営診断ツールの主な変更点をまとめたものが図表 2-41 である。 

この見直しにおけるポイントは、現場管理職にかかる項目を新たに設けた点である。同項目の設問は、既存の経営診断シー

トを基に見直したものが一定数あるが、「現場管理職」の重要性を打ち出した点は従来から異なる点であるといえる。その背景

には、実態調査において、個人のワーク・ライフ・バランスに配慮することや職場メンバーの働き方の変化、キャリアに対する考え方

の変化に対応しながら、仕事意欲を喪失させないよう仕事の配分を再考する職場マネジメントの必要性が指摘されたこと、その

ような職場マネジメントを実践できていない管理職が一定数存在することを課題として指摘した結果がある。（「2.1.2.8 課

長クラスの管理職に関する状況」参照） 

  

6.4%

23.4%

14.9%

14.9%

6.4%

2.1%

29.8%

42.6%

1 入手方法がわからない

2 シートを使ってどのように活用

したらよいかわからない

3 記入すべき項目内容が難しい

（どのように書いたよいかわからない）

4 シートを活用して取り組むことができる

人材が社内にいない

5 シートの活用についての問い合わせ先

がわからない

6 社外に頼める人はいるが、

費用が掛かる

7 シートを活用して取り組む時間的余裕

がない

8 特になし
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図表 2-41 2019年度版ダイバーシティ経営診断ツールからの変更点 

 
 

なお、改訂版の診断シートおよび手引きの変更の方向性と具体的変更点については、後述の図表 2-43 を、また、実際の

成果物については「4.3 改訂版ダイバーシティ経営診断シート」および「4.4 改訂版ダイバーシティ経営診断ツールの手引き」を

参照願いたい。 
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図表 2-42 「ダイバーシティ経営診断シート」の変更点：全体像 
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図表 2-43 ダイバーシティ経営診断シートの具体的改訂ポイント（旧経営診断シートと改訂版の比較） 
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（図表 2-43 のつづき） 

 

 

 
 





46 / 64 

図表 2-45 外部から派遣される人材に望む支援内容（MA）(n=72) 

 
 

図表 2-46 伴走者のニーズ別 課題視している人事施策(n=210) 

 
  

48.6%

51.4%

56.9%

31.9%

23.6%

31.9%

11.1%

1 経営者に対する、多様な人材の活躍に

必要な取組についてのアドバイス

2 管理職へ多様な人材が活躍できるよう

意識改革を促す研修講師

3 管理職への、マネジメントスキル（ノウハウ）

に関するアドバイス

4 管理職や社員の不安などの声を聞くこと

（社員と会社との連携）

5 社員へ多様な人材が活躍できる職場の

必要性の理解を促す研修講師

6 多様な人材の活躍に必要な人事管理制度

などの制度構築支援

7 特になし
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2.2.5.2 「伴走者」とは誰か？ 

では、中堅・中小企業のダイバーシティ経営の実現を伴走する人材とは、具体的にどのような経験・実績を有する人物なのだ

ろうか。図表 2-47 は、本事業で実施した実態調査から明らかになったダイバーシティ経営の実現に必要な 3 拍子の要素別

に、当該知見や経験を有した人材の母集団を整理したものである。 

事業方針の選定やその実現に向けた戦略の策定などについては、中小企業診断士や地域の金融機関、さらには地域の経

営者協会などの支援機関の人材が同内容の支援をすることが可能であろう。また、人事管理制度の整備については、社会保

険労務士などがこの分野の知見や経験を多く有していると考えられる。一方、現場管理職の職場マネジメントについては、ダイ

バーシティ経営の実務を経験している者がより適任であると考えられる。加えて、ダイバーシティ経営の実務を経験している過去

のダイバーシティ経営 100 選などの受賞企業の担当者やダイバーシティ経営を支援する NPO 法人やコンサルタントなどは、ダイ

バーシティ経営の実現に必要な 3 拍子を支援できる人材であると考えられ、当該人材の育成や派遣が重要であるといえよう。

なお、本伴走者の在り方については、後述の「3 今後の課題」で今後の方向性を示すこととする。 

 

図表 2-47 「伴走者」の知見・経験値及び選定母集団のイメージ 
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中国局 2021 年 2 月 16 日(火) 16:00-17:00 

北海道局 2021 年 2 月 22 日(月) 11:00-12:00 

四国局 2021 年 2 月 22 日(月) 14:00-15:00 

東北局 2021 年 2 月 25 日(木) 13:00-14:00 

沖縄局 2021 年 2 月 26 日(金) 11:00-12:00 

関東局 2021 年 2 月 26 日(金) 16:00-17:00 

 

2.3.3 各地方局の状況 

現行の施策に全体で共通している点として、ダイバーシティ経営というテーマに絞った形ではなく、中小企業庁の人材確保支

援事業と連携し、セミナーの開催等を行っている点が挙げられる。ダイバーシティ経営の普及に向けた連携先は地域により多様

であり、地域の支援機関や自治体をはじめ、金融機関や JETRO などと連携し取り組んでいる事例もみられた。 

また各局との対話から明らかになった課題として、主に下記の点が挙げられた。 

 

・ 他の中堅・中小企業支援事業との関連の整理・連携 

➢ 本事業で開発する手法やツールについて、中小企業庁の中核人材確保支援事業や内閣府のプロフェッショナル人

材事業、先導的人材マッチング事業等、他の中堅・中小企業支援事業で作成されている既存のツール等との関連

を整理する必要がある。ダイバーシティ経営というテーマは、前述の事業など人材の確保を目的としているものも広く包

含するものであるが、それらとどのように住み分けるか、連携していくかを検討していくことが互いの取組の相乗効果を

生み出すうえでも重要である。これらの他の事業の関係者にも、ダイバーシティ経営に関心を持ち、取り組んでもらえ

るような共通の土台の部分および異なる部分を明確化し、各事業間でターゲットに応じ最適な提案ができれば、ダイ

バーシティ経営事業の効果的な普及が可能になるのではないか。またこれらの事業における支援者とは他の課が連

携を行っている場合もあり、局内での連携の促進なども求められる。 

・ 関係部署間の連携 

➢ 自治体と連携する場合、女性や外国人など人材の属性により担当課が異なり、包括的にダイバーシティ経営の取組

を推進することが難しい。局や自治体が一体となって施策を進めていく土台が求められる。 

・ 連携先の理解の醸成 

➢ 関わりのある支援機関の支援者等との連携に際し、ダイバーシティ経営についてインプットするにあたっては、それを自

身の支援メニューに新たに取り込むメリット等についてエビデンスをもって説明し、理解・納得していただくことが欠かせな

い。そのため、ダイバーシティ経営の手法を取り込んだことにより経営が強化された事例やその定量データについては、

さらなる蓄積や支援者等へ伝わりやすい打ち出し等が求められる。 

・ コロナ禍の影響 

➢ コロナ禍の影響により、人材面、特に人手不足解消に係る領域での支援ニーズが減少している。また、企業に加え

支援者側も補助金交付等の喫緊の対応に追われ、ダイバーシティ経営のような中長期的な視点のテーマに取り組

む優先順位を高めることが難しくなっている。 
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3. 今後の課題 

最後に、本事業における各内容であげられた課題を踏まえ、今後のダイバーシティ経営事業を進めるうえでの課題を記してお

きたい。 

 

3.1 他省庁の類似事業との連携の検討 

本事業の「2.3 地域ごとのダイバーシティ経営の普及に関する方針の策定」では、各地方局と個別会議を設け、各局におけ

るダイバーシティ経営の取組状況などについて情報収集したことをまとめている。特に、中小企業庁が推進している「地域中小企

業人材確保支援等事業」および内閣府地方創生推進室による「プロフェッショナル人材事業」については、「人材確保」に焦点

を当てながらも自社に必要な人材像を明らかにすべく、経営方針、経営戦略を明らかにし、それらから導出される必要な人材

像の棚卸しを行うプロセスについてダイバーシティ経営推進事業との類似性が認められる。 

そこで、他省庁が展開する人材確保等にかかる事業内容を整理したものが、図表 3-1 である。 

 

図表 3-1 他省庁における人材確保関連事業内容について 

 

 
 

これらを踏まえ、ダイバーシティ経営推進事業と他省庁による人材確保事業との住み分けや連携を検討するにあたり、改めて

ダイバーシティ経営推進事業が対象とする範囲を見ると、ダイバーシティ経営推進事業は、経営課題の解決や経営戦略の実

行をはじめとする組織の中核的役割を果たすために新たに確保した人材だけでなく、今いる人材の能力の発揮・活躍を促すこ

とを目的としていること、さらには同目的の実現に向け、「経営課題の明確化、経営方針・戦略の策定」、「必要な人材要件の

明確化」、「人事管理制度の整備」だけでなく、「現場管理職の取組」、「組織風土の醸成」にかかる取組を支援し、価値創

造につなげていくべく支援していく点が特徴だといえる。 

これらの違いを明確にしながら、人材の確保・定着にかかる類似する事業およびその実施者との連携の在り方を今後検討し

ていく必要がある。 
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図表 3-2 ダイバーシティ経営実現のプロセスと専門家等の対応関係イメージ 

 

 
 

3.2  ダイバーシティ経営の支援者の育成と確保 

本ダイバーシティ経営推進事業をより一層進めていくにあたり、さらに 2 つのことを検討しておく必要がある。 

1 つめが本事業を推進する「人材」の確保である。前節の 3.1 では他省庁の人材にかかる類似事業との住み分けや連携の

在り方の検討の必要性を指摘したが、この連携には「人材」の問題も含まれる。「地域中小企業人材確保支援等事業」、「プ

ロフェッショナル人材事業」、「先導的人材マッチング事業」など類似する人材確保事業などの実施者にダイバーシティ経営推進

事業の趣旨と意義を訴求するとともに、その知見を提供する「場」を提供すること、さらにはダイバーシティ経営推進事業への積

極的な参加を促すインセンティブを設けることも必要である。加えて、既存の事業にかかわる人材のほか、ダイバーシティ経営の

実務者などに地域の中堅・中小企業における円滑なダイバーシティ経営の取組の実践に寄与してもらうべく、副業・複業や兼

業として参加しやすい仕組みづくりの構築も検討すべきであろう。 

 

3.3  ダイバーシティ経営のさらなる推進のための EBPMの仕組み構築 

２つめが、データの収集・蓄積機能の確保である。 

政策の立案は、質的または量的（または質・量の両者）証拠に裏付けられることで政策のターゲットに有効な施策を提供

することが可能になり、施策を実施する者の納得感を高め多くの協力を得ることができることは周知である。 

ダイバーシティ経営推進事業においても、表彰制度をとおしてダイバーシティ経営推進企業における質的データを蓄積してきた

といえるが、今後ますます労働力となる人材が多様化していくことが必須であるなか、質・量ともにデータを確保し蓄積していく必

要があると考える。 

今年度の事業で実施したダイバーシティ経営診断シートの改訂は、同じく本事業内で実施した実態調査より経営者の取

組、人事管理制度の整備、現場管理職の取組の「3 拍子」がそろうことで組織のパフォーマンスに寄与することを明らかにした

が、同結果は一時点の結果を分析したものであり、今後これらのデータを継続的に蓄積し、経年での効果を分析していくこと

が、ダイバーシティ経営のさらなる進化のために必須である。その第一歩として同ツールによる診断結果のデータを蓄積すること、

さらに一定期間後に「経営者の取組」、「人事管理制度の整備」、「現場管理職の取組」の 3 拍子と成果との関連性や、どの

カテゴリーの取組が成果創出に最も効果的かなど、経過観察していくことで、より実態に即し有効なダイバーシティ経営の政策
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立案（Evidenced Based Policy Making:EBPM)が可能になると考える。これらのデータ蓄積先や、そのデータの分析を継

続的に実施していく仕組みの構築も併せて検討していく必要があろう。 
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問９． 人事管理施策に関する以下の 1～15について、お答えください。（n=304） 

(1) 貴社では、以下 1～15 の人事施策に関する取組みついて、どのような状況にあると認識されていますか。

（それぞれについて当てはまるもの 1つにチェック） 

(2) また、貴社で課題だと思っているものは何ですか。（当てはまるものすべてにチェック） 

(3) (2)で「課題である」と回答したものに対して、何らかの対策に取り組んでいますか。（当てはまるものす

べてにチェック） 

（単位：％） 

（
１
）
貴
社
で
の
状
況 

（
２
）
課
題
視
し
て
い
る
も
の 

（
２
）
に
✓
有
の
も
の
に
対
し
て 

（
３
）
対
策
を
講
じ
て
い
る
も
の 

①
取
組
ん
で
お
り
、
効
果
が
出
て
い
る 

②
取
組
ん
で
い
る
が
効
果
が
出
て
い
な
い 

③
取
組
む
必
要
が
な
い 

（
該
当
す
る
も
の
が
な
い
） 

１ 
恒常的な長時間残業の削減（一定時間以上残業をさ

せないことを含む） 
69.1 19.1 11.8 44.7 ➡ 31.9 

２ 有給休暇の取得促進 79.9 13.5 6.6 38.2 ➡ 28.0 

3 業務簡素化などの業務処理体制の改善 58.2 34.9 6.9 50.0 ➡ 29.9 

4 社内の仕事のマニュアル化など業務情報の共有化 54.6 34.2 11.2 49.0 
 

➡ 
26.0 

5 
多様な人材の採用（属性、キャリア、経験、働き方

など） 
45.4 31.3 23.4 36.8 ➡ 20.7 

6 女性の活躍の場や能力開発機会の拡大 46.1 31.2 22.7 42.8 ➡ 24.3 

7 55歳以上の社員の活躍の場や能力開発機会の拡大 56.3 21.0 22.7 32.6 ➡ 19.7 

8 外国籍社員の活躍の場や能力開発機会の拡大 25.0 11.8 63.2 25.7 ➡ 16.4 

9 障がいのある社員の活躍の場や能力開発機会の拡大 26.3 20.7 53.0 32.2 ➡ 17.8 

10 
正社員以外の社員（派遣社員を除く）の活躍の場や

能力開発機会の拡大 
38.5 21.7 39.8 25.0 ➡ 16.1 

11 管理職による部下育成の奨励・推進 48.0 40.1 11.8 53.9 ➡ 29.3 

12 従業員同士のコミュニケーションの活性化 63.2 27.6 9.2 41.4 ➡ 19.7 
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問１２． 貴社は、経済産業省が 2012 年から実施している「ダイバーシティ経営 100選」、「新・ダイバーシ

ティ経営 100選」、「100選プライム」のいずれかの受賞企業ですか。（当てはまるもの１つにチェッ

ク）（n=304） 

１ はい      30.9％ ➡付問①へ 

２ いいえ     69.1％ ➡付問②へ 

 

【付問① 問 12で「はい」と回答された方に伺います。】その後、多様な個を活かすための経営にかかる取

組みは、どの程度進んでいますか。（当てはまるもの１つにチェック）（n=94） 

１ 受賞時から、一層進展している   51.1％  

２ 受賞時から、やや進展している   35.1％ 

３ 受賞時と変わっていない      12.8％  

➡付問①－２へ ４ 受賞時からやや後退している     1.1％ 

５ 後退している            0.0％ 

 

【付問①－２ 付問①で「3.受賞時と変わっていない」「4.受賞時からやや後退している」「5.後退してい

る」のいずれかを回答された方に伺います。】その理由は何だとお考えですか。（当てはまるものすべてに

チェック）（n=13） 

１ 経営者が変わったため                              15.4％ 

２ 担当者が変わったため                               0.0％ 

３ 担当する推進部門がなくなったため                         7.7％ 

４ 多様な人材が活躍できる環境がおおむね社内に醸成できたため            53.8％ 

５ 各職場の管理職に多様な人材の活躍の必要性について、理解が浸透していないため    7.7％ 

６ 職場の管理職が多様な人材の活躍を支援できるマネジメントスキルを持っていないため  7.7％ 

７ 各職場の従業員に、多様な人材の活躍の必要性に関する理解が浸透していないため    0.0％ 

８ 従業員のスキルや能力が低いため                          0.0％ 

９ 恒常的な長時間労働のため                             0.0％ 

10 人事管理制度が多様な人材の活躍を支援するものに見直されていないため        7.7％ 

11 業績が悪化したため                               30.8％ 

12 その他（具体的に                           ）     0.0％ 

13 特に理由はない                                  0.0％ 

 

【付問② 問 12で「いいえ」と回答された方に伺います。】「多様な個を活かす経営」に、どの程度関心が

ありますか。（当てはまるもの 1 つにチェック）（n=210） 

１ 非常に関心がある          6.7％  

２ まあまあ関心がある        33.8％ 

３ どちらともいえない        33.8％ 

４ あまり関心はない         19.0％  
５ 全く関心がない           6.7％ 

 

【付問②－２ 付問②で「4.あまり関心はない」「5.全く関心がない」と回答された方に伺います。】 

その理由は、何ですか。（当てはまるものすべてにチェックをつけてください）（n=54） 

１ 経営上、多様な人材を活かす必要が生じていないから                 33.3％ 

２ 同業他社や周辺の企業が取り組んでいないから                     7.4％ 

３ 多様な人材を活かす経営とは何かがわからないから                  13.0％ 

４ 多様な人材を活かす経営より優先すべきものが多数あり、人員を割くことができないから 29.6％ 

５ 多様な人材を活かすべく支援・伴走してくれる人が周囲にいないから           3.7％ 

６ 多様な人材を活かすことができる管理職がいないから                 11.1％ 

７ 管理職のマネジメントの負担が大きくなるから                    14.8％ 

８ 取組初めてから成果が出るまでに時間がかかるから                   3.7％ 

９ 制度の導入をはじめ、規定を作成するのが大変だから                 11.1％ 

➡付問②－２へ 

➡問 13 へ 

➡付問③へ 
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10 評価や賃金制度などの人事処遇制度の見直しが大変だから                5.6％ 

11 社員のキャリア管理が煩雑になるから                         3.7％ 

12 多様な人材を活かすことに取組んでいる企業の成果が上がっているように見えないから   5.6％ 

13 その他（具体的に                           ）      0.0％ 

14 特に理由はない                                  25.9％ 

 

【付問③ 問 12 で「いいえ」と回答された方に伺います。】 貴社が多様な個を活かす企業となるよう、管理

職のマネジメントスキルや知識の提供、制度整備に関する知見を有する人材が外部から派遣され、貴社で多様

な人材を活かす取組みを一緒に進める支援等がある場合、それを使ってみたいと思いますか。（当てはまるも

の 1つにチェック）（n=210） 

１ 費用がかからなければ使ってみたい   25.7％  

２ 多少費用がかかっても使ってみたい    8.1％ 

３ 使ってみたいと思わない        23.8％  

４ わからない／どちらともいえない    41.9％ 

 無回答                0.5％  

 

【付問③－２ 付問③で「1.費用がかからなければ使ってみたい」「2.多少費用がかかっても使ってみたい」

と回答された方に伺います。】外部からの支援人材に、具体的にどのようなことを支援してほしいとお考えで

すか。（当てはまるものすべてにチェック）（n=71） 

１ 経営者に対する、多様な人材の活躍に必要な取組についてのアドバイス        48.6％ 

２ 管理職へ多様な人材ができるよう意識改革を促す研修講師              51.4％ 

３ 管理職への、マネジメントスキル（ノウハウ）に関するアドバイス          56.9％ 

４ 管理職や社員の不安などの声を聞くこと（社員と会社との連携）           31.9％ 

５ 社員へ多様な人材ができる職場の必要性の理解を促す研修講師            23.6％ 

６ 多様な人材の活躍に必要な人事管理制度などの制度構築支援             31.9％ 

７ その他（具体的に：                          ）     0.0％ 

８ 特にない                                    11.1％ 

 

問１３． 経済産業省では、平成 30 年度に「ダイバーシティ経営診断シート」

（https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/downloadfiles/shindan.pdf 

なお、手引きは次のとおり

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/downloadfiles/tebiki.pdf）を作成しました。

多様な人材を活かし、その能力を最大限に発揮できる機会を提供することで、イノベーションを生み出し、

価値創造につなげる経営を支援することを目的としています。このシートをどの程度活用していますか。

（n=304） 

１ シートがあることを知っており、活用している       3.0％ ➡付問①へ 

２ シートがあることは知っているが、活用していない    15.4％ ➡付問②へ 

３ シートがあることも知らない              81.6％ ➡問 14へ 

 

【付問① 問 13で「シートがあることは知っており、活用している」と回答された方に伺います。】 

「ダイバーシティ経営シート」は、主に誰が活用されていますか。（当てはまるもの 1つにチェック）

（n=9） 

１ 主に経営者が活用                               22.2％ 

２ 主に社内の担当者（部門）が活用                        77.8％ 

３ 主に社外の人（顧問契約している社労士や中小企業診断士など）に依頼して活用    0.0％ 

４ その他（具体的に         ）                      0.0％ 

 

 

 

 

➡付問③－２へ 

➡問 13 へ 
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4.2 普及啓発ツール 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/rihureto.pdf 参照 

4.3 改訂版ダイバーシティ経営診断シート 

Excel 版：https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/sienturu.html 本ページの「改訂版ダイ

バーシティ経営診断ツール」の「改訂版ダイバーシティ経営診断シート（エクセル版）」を参照 

PDF 版：https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/turusimenban.pdf 参照 

4.4 改訂版ダイバーシティ経営診断ツールの手引き 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/turutebiki.pdf 参照 

 


